
10月1日（水）、国の第２回「国内航空のあり方に関する有識者
会議」が開催されました。この中で航空連合・内藤会長（当時）は
「企業の自助努力を前提としたうえで、持続的な『人への投資』ができ
る運賃値上げに向けた環境整備が必要不可欠。賃上げや働き方の改善
など『人への投資』を目的に、労使が協議・連携して価格転嫁に取り
組む先行他業種に倣うべき」と訴えました。
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～「国内航空のあり方に関する有識者会議」で強く発信！～

会議で発言する内藤会長（当時）

労使が協議・連携して価格転嫁に取り組むべき！

坂元慎平


	スライド 1

